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株主の皆様へ
１. 会社法改正による電子提供制度の施行に伴い、従前書面でお送りしていた株主総会資料（株主総会参考書類・事業報告・連結計算書

類・計算書類・監査報告）は、ウェブサイトに掲載して提供する方法に変更いたしました。お手数ですが、本招集ご通知記載のURL
にアクセスしてご確認くださいますようお願い申し上げます。また、本株主総会につきましては、法令及び当社定款の定めに基づき
書面交付請求をされた株主様に送付する交付書面を、全ての株主様に対して送付することといたしました。併せてご参照くださいま
すようお願い申し上げます。

２. 本株主総会では、お土産はご用意いたしておりません。何卒ご理解いただきますようお願いいたします。

証券コード：2153



代表取締役社長

小谷 裕司

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申
し上げます。
　第16回定時株主総会招集ご通知をお届けするにあたり、
謹んでごあいさつ申し上げます。
　今年5月には、新型コロナウイルス感染症の感染法上の位
置づけが５類に移行し、経済活動との両立が進む中で、わが
国経済は、各種政策の効果もあって、景気は緩やかに持ち直
しているものの、ウクライナへのロシア侵攻の長期化等の地
政学的リスクや世界的な金融引締めによる景気下振れリスク
等、先行きは依然として不透明な状況が続いております。
　一方、当社を取り巻く経営環境は、公共事業投資が堅調に
推移していることで、引き続き底堅い状況が続いております
が、そのような中、当社は、2021年に策定した「E・J－
Vision2030」の第1ステップに当たる第5次中期経営計画
の2年目となる2022年度において、「既存事業強化とサー
ビス領域の拡充」、「多様化するニーズへの対応力の強
化」、「環境変化に柔軟に対応できる経営基盤の構築」の3
つの基本方針のもと、引き続き、企業にとって最大の資産で
ある人材の育成に力を入れ、グループ企業を含めた持続的成
長や企業価値の向上に注力するとともに、ICT利活用推進に
よる生産性の向上や発注者の期待を超える提案を加えること
で、より付加価値を高める「技術提案型業務」に注力し、高
付加価値型の営業活動を展開してまいりました。
　今後、政府主導の構想「Society5.0」や「デジタル田園
都市国家構想」などが示す未来社会に向かって、社会と社会
資本整備のあり方は大きく変革することが予想されます。既
存の建設コンサルタントの主領域に加え、デジタルインフラ
の整備など、新たな市場形成が予想される状況下において、
「E・J－Vision2030」のもと、ESG経営を徹底して実践
し、建設コンサルタントの使命を果たすとともに、あらゆる
ステークホルダーの信頼と期待に応える企業となるべく持続
的成長を目指してまいります。
　株主の皆様におかれましては、一層のご支援、ご鞭撻を賜
りますようお願い申し上げます。

2023年８月

ごあいさつ
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株 主 各 位 証券コード：2153
2023年８月９日

岡 山 市 北 区 津 島 京 町 ３ 丁 目 １ － 2 1

代表取締役社長 小 谷 　 裕 司

https://www.ej-hds.co.jp

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第16回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第16回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアク
セスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

【当社ウェブサイト】

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」、「IRイベント」、「株主総会」を順に選択
いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載して
おりますので、以下よりご確認ください。

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「Ｅ・Ｊホールディングス」又は「コ
ード」に当社証券コード「2153」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、
「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）
　本株主総会にご出席される株主様におかれましては、株主総会開催日時点での新型コロナウィルスの感染状況
やご自身の体調をお確かめのうえ感染予防にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申し上げます。
　お手数ながら「株主総会参考書類」をご検討いただき、「議決権行使についてのご案内」に従って、2023年
８月29日（火曜日）午後５時までに議決権を行使いただきますよう、ご返送又はご入力をお願い申し上げま
す。

敬　具
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■１ 日　　時 2023年８月30日（水曜日）午前10時
■２ 場　　所 岡山市北区駅元町１－５　ホテルグランヴィア岡山　４階　フェニックスの間

※末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。
■３ 目的事項 報告事項 (1) 第16期（2022年６月１日から2023年５月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
(2) 第16期（2022年６月１日から2023年５月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役9名選任の件
第３号議案 監査役3名選任の件
第４号議案 補欠監査役2名選任の件

◎当日ご出席の場合は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにその旨、修正

前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
◎電子提供措置事項のうち、以下の事項につきましては、法令及び当社定款第18条第２項の規定に基づき、書面交付請求を

いただいた株主様に対して交付する書面（本株主総会におきましては、書面交付請求をいただいていない株主様にも同書面
を送付いたします。）には記載しておりません。
・事業報告の「特定完全子会社の状況」、「主要な事業内容」、「主要な営業所」、「使用人の状況」、「主要な借入先の

状況」、「その他企業集団の現況に関する重要な事項」、「株式会社の株式に関する事項」、「株式会社の新株予約権等
に関する事項」、「会計監査人に関する事項」、「業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項」

・連結計算書類の「連結注記表」
・計算書類の「個別注記表」
・監査報告書の「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書」、「会計監査人の監査報告書」、「監査役会の監査報告

書」
従いまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査役がそれぞれ会計監査
報告及び監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

記

以　上
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

詳細は次頁をご確認ください

株主総会に
ご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

開催日時

2023年８月30日（水曜日）
午前10時

　

インターネット等で議決権を
行使される場合

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

行使期限

2023年８月29日（火曜日）
午後５時入力完了分まで

　

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

行使期限

2023年８月29日（火曜日）
午後５時到着分まで

　

機関投資家の皆様へ

当社は、㈱ICJが運営する機関投資家向け「議決権電子行使プラットフォーム」に参加しております。

議決権行使のお取り扱い
◎ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものと
してお取り扱いいたします。

◎インターネット等及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使
を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

◎インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として
お取り扱いいたします。

－ 4 －



インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使®」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイトへア
クセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」
を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」をご入力ください。2

「議決権行使コード」を入力

「ログイン」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力ください。3
「パスワード」を入力

実際にご使用になる新しいパスワード
を設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」をクリック

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号： 0120－652－031

（受付時間　９：00～21：00）

その他のご照会は、
右記のお問い合わせ先にお願いいたします。

・証券会社に口座をお持ちの株主様
お取引の証券会社あてお問い合わせください。

・証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）
三井住友信託銀行　証券代行部

0120（782）031
（受付時間　９：00～17：00　土日休日を除く）

－ 5 －
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第１号議案 剰余金の処分の件

① 当社普通株式１株につき 50円

② 総額 803,912,650円

議案及び参考事項

　当社の期末配当につきましては、当期の実績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、次のと
おりといたしたいと存じます。

１. 配当財産の種類
金銭

２. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

３. 剰余金の配当が効力を生じる日
2023年８月31日

4.   剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は株主の皆様に対する利益還元を最重要課題のひとつと認識し、その方策としては業績に応じ

た配当金のお支払い並びに自己株式取得等としております。業績に応じた配当金のお支払いは、安定
的、継続的に実施することを基本方針とし、連結業績見通し、配当性向、連結株主資本配当率（ＤＯ
Ｅ）並びに企業価値向上に向けた投資等に必要な資金需要、健全な財務体質維持等を勘案して実施い
たします。
当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中

間配当を行う場合は取締役会、期末配当を行う場合は株主総会であります。

－ 6 －



第２号議案 取締役9名選任の件

候補者
番　号 １

　

こ

小
た に

谷
 

　
ゆ う

裕
じ

司 1957年11月25日生 再 任
　

所有する当社株式の数：
409,600株

取締役会への出席状況：
100％（12回／12回）

　

略歴、地位、担当
    1990年    9 月 ㈱エイトコンサルタント

（現㈱エイト日本技術開発）入社
    1992年    7 月 同社　取締役　東京事務所長

    1996年    8 月 同社　代表取締役社長（現任）
    2007年    6 月 当社　代表取締役社長（現任）

重要な兼職の状況
㈱エイト日本技術開発　代表取締役会長（2023年8月の同社株主総会での承認を条件として就任予
定）、㈱八雲　代表取締役社長、(公財)八雲環境科学振興財団　代表理事
取締役候補者とした理由
　当社設立以来、代表取締役社長として当社グループの経営を統括し、強いリーダーシップと決断
力で当社グループを牽引しており、現在、第5次中期経営計画の2年目を終え、順調に計画を遂行し
ています。また、経営全般の状況や業界の市場環境等の動向に精通し、高度な経営判断や大所高所
の観点から適確に経営を行う能力を有しており、当社グループ経営の推進とコーポレート・ガバナ
ンスの強化に適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

　取締役８名全員は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の
強化を図るため1名増員し、取締役9名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者の選任につきましては、社外役員が過半数を占める指名・報酬委員会にて十分な審議
を経て、決定しております。（事業報告「□2 株式会社の会社役員に関する事項３．取締役の選任・解
任プロセス及び後継者計画・育成計画」参照）
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 7 －
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候補者
番　号 ２

　

は ま

浜
の

野
 

　
ま さ

正
の り

則 1954年12月17日生 再 任
　

所有する当社株式の数：
15,000株

取締役会への出席状況：
100％（12回／12回）

　

略歴、地位、担当
    1979年    4 月 ㈱エイトコンサルタント入社

（現㈱エイト日本技術開発）
    2003年    6 月 同社　管理本部経理部長
    2006年    6 月 同社　執行役員管理本部副本部

長
    2007年    6 月 当社　管理本部副本部長
    2011年    6 月 当社　管理本部長

    2011年    8 月 当社　取締役管理本部長（現
任）

    2013年    8 月 ㈱エイト日本技術開発　取締役
執行役員管理本部長

    2014年    6 月 同社　取締役常務執行役員管理
本部長

    2020年    8 月 同社　顧問（現任）

重要な兼職の状況
㈱近代設計　監査役、㈱エンジョイファーム　取締役
取締役候補者とした理由
　長年、管理本部長として、当社及び当社グループの経営・財務等の管理部門の中心的役割を担っ
ております。また、2011年８月から取締役として当社グループ全体の管理・統制の役割・職責を
適切に果たしております。当社グループ経営の推進と当社グループの価値向上に向け適確に経営を
行う能力を有しているものと判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番　号 ３

　

こ

小
た に

谷
 

　
み つ

満
と し

俊 1967年11月15日生 再 任
　

所有する当社株式の数：
233,000株

取締役会への出席状況：
100％（12回／12回）

　

略歴、地位、担当
    2001年    6 月 ㈱エイトコンサルタント入社

（現㈱エイト日本技術開発）
    2019年    6 月 同社　総合企画部長
    2019年    6 月 当社　企画本部　企画部長
    2020年    6 月 ㈱エイト日本技術開発　執行役

員事業推進本部長
    2020年    8 月 当社　取締役　企画本部長

    2021年    6 月 当社　取締役事業統括本部・企
画本部担当

    2021年    8 月 当社　取締役監査部担当（現
任）

    2022年    6 月 ㈱エイト日本技術開発　常務執
行役員中国支社長

    2022年    8 月 同社　取締役常務執行役員中国
支社長（現任）

重要な兼職の状況
㈱エイト日本技術開発　取締役常務執行役員中国支社長、㈱那賀ウッド　代表取締役社長
取締役候補者とした理由
　当社及び当社の主要な子会社(㈱エイト日本技術開発)の企画部門や事業推進部門の中心的役割を
担い、構造改革に伴う経営基盤の強化に努めるとともに、中期経営計画の立案・推進や新事業の拡
充等に従事するなど、当社グループの企業価値向上を図るために適切な役割を果たしています。ま
た、関係会社の代表取締役社長として企業経営にも関与するなど、当社グループ経営の推進に適任
であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 ４

　

き ん

金
 

　
せ い

声
か ん

漢 1963年2月21日生 再 任
　

所有する当社株式の数：
13,464株

取締役会への出席状況：
100％（12回／12回）

　

略歴、地位、担当
    1987年    4 月 日本技術開発㈱入社

（現㈱エイト日本技術開発）
    2019年    6 月 同社　執行役員　防災保全事業部

副事業部長（兼）地盤技術部門長
    2020年    6 月 同社　常務執行役員　防災保全

事業部長

    2020年    8 月 同社　取締役常務執行役員　防
災保全事業部長

    2021年    6 月 同社　取締役常務執行役員　管
理本部長

    2021年    6 月 当社　企画本部長
    2021年    8 月 当社　取締役企画本部長 (現任)
    2023年    6 月 ㈱エイト日本技術開発　常務取

締役（現任）
重要な兼職の状況
㈱エイト日本技術開発　代表取締役社長（2023年８月の同社株主総会での承認を条件として就任
予定）
取締役候補者とした理由
　当社の主要な子会社（㈱エイト日本技術開発）において、防災保全事業部門トップとして生産や
品質向上等の中心的役割を担い、2020年8月からは同社取締役として事業部門の運営やDX推進な
ど新たな経営改革を推進し、ＳＤＧs、ТCFD等、プライム企業に求められる新たな環境対応に注
力してきました。また、当社においては、2021年８月から取締役企画本部長として経営計画にお
ける諸課題の解決や改善策の取りまとめに努めるとともに、当社グループ経営の重要な役割を担っ
ており、当社グループ経営の推進に適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番　号 ５

　

な が

永
た  

田
 

　
ゆ う

裕
じ

司 1959年2月14日生 新 任
　

所有する当社株式の数：
15,502株

取締役会への出席状況：
－％（－回／－回）

　

略歴、地位、担当
    1981年    4 月 ㈱エイトコンサルタント入社

（現㈱エイト日本技術開発）
    2017年    6 月 同社　執行役員　国土インフラ事業

部長
    2020年    6 月 同社　常務執行役員　国土インフ

ラ事業部長
    2021年    6 月 同社　取締役常務執行役員　事

業統括

    2022年    6 月 同社　取締役常務執行役員　総
合企画本部長

2023年    6 月 同社　取締役常務執行役員　総
合企画本部長(兼)管理本部担当
（現任）

重要な兼職の状況
㈱エイト日本技術開発　取締役常務執行役員総合企画本部長(兼)管理本部担当
取締役候補者とした理由
　当社の主要な子会社（㈱エイト日本技術開発）の道路・交通部門のトップとして生産や品質の向
上等の中心的役割を担い、2022年6月からは、同社取締役総合企画本部長として中期経営計画に基
づく事業拡大における諸課題の解決に向けイノベーションを推進することで、同社の経営に従事
し、その役割・責務を適切に果たしてきました。当社グループ経営の推進に適任であると判断し、
新たに取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 ６

　

に の

二
み や

宮
 

　
こ う

幸
い ち

一 1948年５月27日生 再 任 社 外 独立役員
　

所有する当社株式の数：
－株

取締役会への出席状況：
100％（12回／12回）

　

略歴、地位、担当
    1973年    4 月 大和証券㈱（現　㈱大和証券グ

ループ本社）入社
    1998年    5 月 同社　岡山支店長
    2004年    6 月 大和証券投資信託委託㈱　常勤

監査役

    2008年    6 月 フィンテックグローバル㈱　経
営戦略本部担当常任顧問

    2008年    12月 同社　常勤監査役
    2015年    12月 同社　顧問
    2016年    8 月 当社　社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　長年にわたり証券・金融業界に関わられ、その豊富な経験と高い識見は、当社グループの資本政
策等に関する有益な助言やコーポレート・ガバナンスにおいても強化が図れるものと判断します。
また、一般株主と利益相反する恐れもないことから、社外取締役として独立性・中立性について十
分確保されるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。
　また、同氏は、社外取締役として、取締役会では忌憚ない意見等を述べられ、指名・報酬委員会
では、委員長として中心的役割を担っていただいております。

候補者
番　号 ７

　

あ

阿
べ

部
 

　
ひ ろ

宏
ふ み

史 1955年１月21日生 再 任 社 外 独立役員
　

所有する当社株式の数：
－株

取締役会への出席状況：
100％（12回／12回）

　

略歴、地位、担当
    1981年    4 月 京都大学工学部　助手
    1987年    8 月 岡山大学工学部　助手
    1999年    4 月 同大学　環境工学部　教授
    2004年    4 月 同大学　大学院環境学研究科　

教授
    2007年    4 月 同大学　大学院環境学研究科　

研究科長
    2012年    4 月 同大学　理事(兼)副学長(兼)大

学院環境学研究科　教授

    2017年    4 月 同大学　大学院環境生命科学研
究科　教授

    2020年    3 月 同大学　定年退職
    2020年    4 月 同大学　名誉教授授与
    2021年    2 月 環太平洋大学　経営学部　教授

(兼)副学長(兼)地域・社会連携
センター長（現任）

    2021年    8 月 当社　社外取締役（現任）

重要な兼職の状況
環太平洋大学経営学部　教授(兼)副学長(兼)地域・社会連携センター長
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　阿部氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、岡山大学名誉教授として環境工学分野
に精通されるとともに、大学理事などを歴任され、その豊富な経験と知識は当社グループが行って
いる建設コンサルタント事業において有益な助言やコーポレート・ガバナンスにおいて強化が図れ
るものと判断します。また、一般株主と利益相反する恐れもないことから、社外取締役として独立
性・中立性について十分確保されるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 ８

　

に っ

新
た

田
 

　
と う

東
へ い

平 1958年３月26日生 再 任 社 外 独立役員
　

所有する当社株式の数：
100株

取締役会への出席状況：
100％（12回／12回）

　

略歴、地位、担当
    1981年    8 月 新和監査法人（現有限責任あず

さ監査法人）入社
    1999年    5 月 同法人　社員（現アソシエイ

ト・パートナー）
    2006年    5 月 同法人　代表社員（現パートナ

ー）

    2007年    7 月 同法人　岡山事務所　所長
    2020年    6 月 同法人　定年退職
    2020年    7 月 新田東平公認会計士事務所　開

設、所長（現任）
    2021年    8 月 当社　社外取締役（現任）
    2021年    9 月 オルバヘルスケアホールディン

グス㈱　社外監査役（現任）
重要な兼職の状況
新田東平公認会計士事務所　所長、オルバヘルスケアホールディングス㈱　社外監査役
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　新田氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、長年にわたり監査法人において企業の
財務・経理並びにガバナンス等の分野に精通されているとともに、法人の管理監督責任者などを歴
任され、その豊富な経験と識見は、当社グループにおいて有益な助言やコーポレート・ガバナンス
強化が図られるものと判断します。また、一般株主と利益相反する恐れもないことから、社外取締
役として独立性・中立性について十分確保されるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といた
しました。

候補者
番　号 9

　

い そ

磯
ざ き

崎
 

　
じゅん

淳
こ

子 1972年2月4日生 新 任 社 外 独立役員
　

所有する当社株式の数：
－株

取締役会への出席状況：
－％（－回／－回）

　

略歴、地位、担当
    1997年    11月 司法書士試験合格
    2007年    7 月 ふたば司法書士法人　代表（現

任）
    2012年    11月 土地家屋調査士試験合格

    2013年    1 月 ふたば登記測量事務所　所長
（現任）

    2021年    1 月 ㈱YJコーポレーション　代表
取締役(現任)

重要な兼職の状況
ふたば司法書士法人　代表、ふたば登記測量事務所　所長、㈱YJコーポレーション　代表取締役
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　司法書士及び土地家屋調査士並びに経営者としての経歴及び専門的知見をもとに、当社取締役会
において有益な助言・提言をいただくとともに、当社グループのコーポレート・ガバナンスにおい
ても強化が図られるものと判断します。また、一般株主と利益相反する恐れもないことから、社外
取締役として独立性・中立性について十分確保されるものと判断し、新たに社外取締役候補者とい
たしました。
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（注）１. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 二宮幸一氏、阿部宏史氏、新田東平氏、磯崎淳子氏は、社外取締役候補者であります。
３. 二宮幸一氏、阿部宏史氏、新田東平氏は、現在当社の社外取締役であり、３氏の社外取締役としての在任期間は、本株主総

会終結の時をもって二宮幸一氏が７年、阿部宏史氏及び新田東平氏が２年となります。
４. 当社及び当社グループ会社では、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

し、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
ずることのある損害について、当該保険契約により填補することとしております。本議案でお諮りする再任候補者について
は、既に当該保険契約の被保険者であり選任後も引き続き被保険者となり、新任候補者は新たに本契約の被保険者となりま
す。なお、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

５. 当社は、二宮幸一氏、阿部宏史氏、新田東平氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ており、3氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。また、磯崎淳子氏につきましても、
東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合には、独立役員として指定す
る予定であります。
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第３号議案 監査役3名選任の件

候補者
番　号 １

　

よ し

𠮷
か わ

川
 

　
さ と

悟
し

司 1955年10月16日生 新 任
　

所有する当社株式の数：
16,400株

取締役会への出席状況：
（－回／－回）

監査役会への出席状況：
（－回／－回）

　

略歴、地位
    1980年    4 月 日本技術開発㈱（現㈱エイト日

本技術開発）入社
    2017年    8 月 同社　取締役常務執行役員総合

企画本部長
    2019年    8 月 同社　取締役常務執行役員事業

統括
    2020年    6 月 同社　常務取締役

    2020年    8 月 同社　代表取締役副社長（現
任）

重要な兼職の状況
㈱エイト日本技術開発　常勤監査役（2023年8月の同社株主総会での承認を条件として就任予定）
監査役候補者とした理由
　1980年4月に日本技術開発㈱（現㈱エイト日本技術開発）に入社し、同社の道路構造系の技術部
門トップとして生産や品質の向上、技術開発等に中心的役割を担い、2017年８月から同社取締役
として経営企画部門において中期経営計画を策定・推進し、2020年８月から同社代表取締役副社
長として経営全般に関与するなど、その役割・責務を適切に果たしてきました。また、2023年８
月の同社株主総会での承認を条件として同社の常勤監査役に就任予定です。その豊富な業務経験と
幅広い見識は、当社の監査役の職務に資すると判断し、新たに監査役候補者といたしました。

　監査役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名の選任をお願い
いたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　当社は、監査役候補者の選任につきましては、社外役員が過半数を占める指名・報酬委員会の審議
を経て、監査役会にて十分に検討し、同会の同意を得た上で、決定しております。（事業報告「□2 株
式会社の会社役員に関する事項３．取締役の選任・解任プロセス及び後継者計画・育成計画」参照）
　監査役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号 ２

　

ま つ

松
ば ら

原
 

　
じ

治
ろ う

郎 1960年１月５日生 再 任 社 外 独立役員
　

所有する当社株式の数：
2,500株

取締役会への出席状況：
（12回／12回）

監査役会への出席状況：
（10回／10回）

　

略歴、地位
    1998年    10月 松原公認会計士事務所開設、所

長（現任）
    2000年    8 月 ㈱エイトコンサルタント（現㈱

エイト日本技術開発）社外監査
役

    2007年    6 月 当社　社外監査役（現任）

重要な兼職の状況
松原公認会計士事務所　所長
社外監査役候補者とした理由
　松原氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士としての経歴及びこれまで
の経験をもとに、取締役会に有益な助言・提言をいただくとともに、経営執行等の適正性について
中立的な監査をしていただけると判断し、引き続き社外監査役候補者といたしました。

候補者
番　号 ３

　

う

宇
さ

佐
み

美
え い

英
じ

司 1953年12月５日生 再 任 社 外 独立役員
　

所有する当社株式の数：
－株

取締役会への出席状況：
（12回／12回）

監査役会への出席状況：
（10回／10回）

　

略歴、地位
    1985年    4 月 弁護士登録　西田法律事務所入

所
    1988年    4 月 宇佐美法律事務所開設、所長

（現任）

    2019年    8 月 当社　社外監査役（現任）

重要な兼職の状況
宇佐美法律事務所　所長
社外監査役候補者とした理由
　宇佐美氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として経歴及び専門的知見を
もとに、取締役会に有益な助言・提言をいただくとともに、経営執行等の適正性について中立的な
監査をしていただけると判断し、引き続き社外監査役候補者といたしました。
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（注）１. 各監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 松原治郎氏及び宇佐美英司氏は、社外監査役候補者であります。
３. 松原治郎氏及び宇佐美英司氏は、現在当社の社外監査役であり、両氏の監査役としての在任期間は、本株主総会終結の時を

もって松原治郎氏が16年、宇佐美英司氏が４年となります。
４. 当社及び当社グループ会社では、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

し、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって
生ずることのある損害について、当該保険契約により填補することとしております。本議案でお諮りする再任候補者につい
ては、既に当該保険契約の被保険者であり選任後も引き続き被保険者となり、新任候補者は新たに本契約の被保険者となり
ます。なお、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

５. 当社は、松原治郎氏及び宇佐美英司氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、
両氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員となる予定であります。
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ご参考 当社取締役及び監査役に求める専門性及び経験

No 内外 候補者氏名

スキルマトリックス

企業経営
企業戦略

技術・品質
R&D

営業戦略
マーケ
ティング

財務戦略
会計

ガバナンス
リスク管理
コンプライ
アンス

人事労務
人材開発
ダイバー
シティ

取
締
役

１
　

内 小谷　裕司 〇 〇 〇 〇 〇 〇

２
　

内 浜野　正則 〇 〇 〇 〇

３
　

内 小谷　満俊 〇 〇

４
　

内 金　　声漢 〇 〇 〇 〇

５
　

内 永田　裕司 〇 〇

６
　

外 二宮　幸一 〇 〇 〇

７
　

外 阿部　宏史 〇 〇

８
　

外 新田　東平 〇 〇 〇

9
　

外 磯崎　淳子 〇 〇 〇

監
査
役

１
　

内 𠮷川　悟司 〇 〇 〇 〇

２
　

外 松原　治郎 〇 〇

３
　

外 宇佐美英司 〇 〇

スキル項目 〇印をつける理由
企業経営・企業戦略 企業経営・企業の重要な意思決定に携わった経験等を踏まえ、経営戦略策定に貢献

技術・品質・R&D イノベーションに欠かせない新技術導入、ICT、情報セキュリティや品質対応等の経験・知見を踏
まえて、経営に貢献

営業戦略・マーケティング 国内外のマーケットのトレンド把握、営業戦略の決定において経営に貢献
財務戦略・会計 財務、会計、税務や成長投資（M&A含む）に関する経験・知見を踏まえて経営に貢献
ガバナンス・リスク管理・
コンプライアンス

コーポレート・ガバナンス、リスク管理、法務・コンプライアンスに関する経験・知見を踏まえて
経営に貢献

人事労務・人財開発・
ダイバーシティ

人財戦略策定、人財開発・育成、ダイバーシティ、働き方改革等に関する知識・経験を踏まえて経
営に貢献

（注）上記一覧表は、各取締役及び各監査役が有する全ての専門性と経験を表すものではありません。

－ 16 －



第４号議案 補欠監査役2名選任の件

候補者
番　号 1

　

な が

永
い

井
 

　
せ ん

泉
じ

治 1955年11月21日生

所有する当社株式の数：
42,000株

　

略歴、地位
    1980年    4 月 ㈱エイトコンサルタント（現㈱

エイト日本技術開発）入社
    2017年    8 月 同社　取締役常務執行役員　事

業推進本部長
    2019年    6 月 同社　取締役常務執行役員　総

合企画本部長
    2020年    6 月 同社　常務取締役　事業統括兼

総合企画担当

    2021年    6 月 同社　常務取締役　総合企画担
当

    2021年    6 月 当社　事業統括本部長
    2021年    8 月 当社　取締役　事業統括本部長

（現任）

重要な兼職の状況
㈱エイト日本技術開発　常勤監査役（2023年８月の同社株主総会での承認を条件として就任予
定）㈱エンジョイファーム　監査役

補欠の監査役候補者とした理由
　当社の主要な子会社(㈱エイト日本技術開発)で、技術部門、企画部門、事業推進部門において中
心的な役割を担っており、2017年8月から同社取締役として経営に従事し、その役割・責務を適切
に果たすとともに、2021年8月より当社の取締役事業統括本部長としてグループ経営に努めてお
り、また、関係会社の代表取締役社長として企業経営にも関与するなど、その豊富な業務経験と幅
広い見識は、監査役の職務に資すると判断し、補欠の監査役候補者といたしました。

　法令の定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役2名の選任をお願
いたしたいと存じます。なお、候補者永井泉治氏は社外監査役以外の監査役の補欠として、候補者青
木靖英氏は社外監査役の補欠として、それぞれ選任をお願いするものであり、補欠として選任する監
査役の任期は、当社定款の定めにより、退任する監査役の任期の満了する時までとなります。
　また、本議案については、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役は、次のとおりであります。
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候補者
番　号 2

　

あ お

青
き

木
 

　
や す

靖
ひ で

英 1970年7月14日生 社 外 独立役員
　

所有する当社株式の数：
－株

　

略歴、地位
    1993年    4 月 監査法人朝日新和会計社（現有

限責任あずさ監査法人入所）
    1996年    4 月 公認会計士登録
    2008年    5 月 同法人　社員就任
    2022年    7 月 同法人　退所

    2022年    8 月 みのり監査法人　入所
    2022年    8 月 同法人　社員就任（現任）

重要な兼職の状況
みのり監査法人　社員

補欠の社外監査役候補者とした理由
　青木氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士としての経歴及びこれまで
の経験をもとに、当社取締役会に有益な助言・提言をいただくとともに、経営執行等の適正性につ
いて中立的な監査をしていただけると判断し、補欠の社外監査役候補者といたしました。

（注）１. 各補欠監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 青木靖英氏は、社外監査役候補者であり、就任した場合、東京証券取引所に独立役員として届け出る予定です。
３. 当社及び当社グループ会社では、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

し、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによっ
て生ずることのある損害について、当該保険契約により填補することとしております。補欠監査役が監査役に就任した場
合には、その時点より当該保険契約の被保険者となります。なお、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

以　上
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事業報告（2022年６月１日から2023年５月31日まで）

１ 企業集団の現況に関する事項
１. 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による社会経済活動の制限
緩和を背景に、景気は緩やかに持ち直しの動きが見られるものの、ウクライナ情勢の長期化によ
る資源・原材料・エネルギー価格の高騰、円安による物価上昇に加え、世界的なインフレに伴う
政策金利の引き上げなどによる海外経済減速の影響も懸念され、景気の先行きについては依然と
して不透明な状況が続いております。
　当連結グループが属する建設コンサルタント業界の経営環境は、国土交通省における2022年
度当初予算において前年度並みの事業量に加え、約1.6兆円の2022年度補正予算措置が加わ
り、また、基本方針として「国民の安全・安心の確保」、「経済社会活動の確実な回復と経済好
循環の加速・拡大」、「豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり」の３つの柱が掲げられ、
引き続き底堅い経営環境が続いております。
　当連結グループは、建設コンサルタントの使命である社会資本整備はもとより、安全・安心の
確保を担う「地域の守り手」、「地域の創り手」として、その果たすべき役割は益々重要になっ
ているものと認識しております。
　このような状況の中、当連結グループは、2030年度においても「我が国第一級のインフラ・
ソリューション・コンサルタントグループ」として活躍できる企業集団であるべく、「革新と進
化を続け、安心・夢のあるサステナブルな社会の実現に貢献する」をコンセプトとして掲げた長
期ビジョン「E・J－Vision2030」のもと、「第５次中期経営計画（2021年度～2024年度）」
を策定し、「環境」、「防災・保全」、「行政支援」という当連結グループにおけるマネジメン
ト力・技術力の３つのコア・コンピタンスをベースに、ＥＳＧ経営の概念を根底に取り入れなが
ら、「①既存事業強化とサービス領域の拡充、②多様化するニーズへの対応力強化、③環境変化
に柔軟に対応できる経営基盤の構築」という３つの基本方針を掲げ、第５次中期経営計画２年目
にあたる当期におきましては、以下の課題に取り組みながら事業拡大に努めてまいりました。
a. 事業戦略強化の領域と拡大
・重点分野におけるソリューション技術の活用で優位性を発揮しつつ、デジタル技術の活用等に

より国内事業の競争力強化と事業領域の拡大を図るとともに、若手技術者の育成により持続的
な競争力を強化する。

・GＸ推進や国土形成に関連するプロジェクトへの参画など、新たなインフラニーズへの取り組
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みを進める。
・海外事業においては、案件創出型営業により、非ＯＤＡ型の新規受注を図る。
b. 経営管理機能の強化とバリューチェーンの全社最適化
・ＤＸ推進により、経営管理、組織管理に必要な数値の見える化を実施し、効率的・効果的なマ

ネジメントを可能とするシステム構築を加速するとともに、業務の生産性向上と品質の維持・
向上を図る。

c. 多様性の確保に向けた環境整備の推進
・女性活躍推進も考慮した人材の確保と育成、職員の意欲向上・定着支援を進めるとともに、新

卒・中途採用において多様な人財の確保に努めながら、オフィス環境整備、ＩＣＴ基盤の整備
を通じて業務環境改善を推進する。

　これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、受注におきましては好調な事業環境から、期初
計画及び前連結会計年度実績を上回る382億49百万円（前連結会計年度比112.3％）となりまし
た。
　売上高につきましては、繰越業務量は前連結会計年度を約20億円下回ったものの、順調な受
注と着実な業務消化に努めたことから、生産高は前連結会計年度に比べ15億29百万円増加の
372億15百万円となり、売上高は375億９百万円（同102.3%）となりました。
　一方、損益面に関しましては、繰越業務の支出金の原価率が前連結会計年度に比べ悪化してい
たこと、また、従業員の処遇改善等に係る労務費、計測機器の減価償却費等の費用が増加した反
面、今年度の発注単価見直し後の受注業務に関しては、その多くが次期への繰越となったことか
ら、売上原価率が67.2％と前連結会計年度に比して0.5ポイント上昇したこと。また、処遇改善
費用、ＤＸ関連への投資、自社ビルの増改築等による減価償却費の増加等により、販売費及び一
般管理費が前連結会計年度から１億30百万円増加したことなどから、営業利益は44億62百万円
（前連結会計年度比99.4%）、経常利益は46億36百万円（同98.5%）、親会社株主に帰属する
当期純利益は30億59百万円（同98.0%）となり、各利益は僅かながら前連結会計年度実績を下
回る結果となりました。

　なお、当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントで
ありますので、セグメント別の業績は記載しておりません。
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区 分 第13期
2020年５月期

第14期
2021年５月期

第15期
2022年５月期

第16期（当期）
2023年５月期

完成業務高 30,394 34,334 36,668 37,509

経常利益 3,203 4,054 4,706 4,636

親会社株主に帰属する当期純
利益 2,029 2,784 3,121 3,059

１株当たり当期純利益（円） 149.15 187.47 197.46 195.84

総資産 31,185 37,513 39,240 39,241

純資産 20,324 25,497 27,544 29,916

34,334
30,394

第14期第13期

36,668

第15期

37,509

第16期

（単位：百万円）完成業務高

4,054

3,203

4,706

第14期第13期 第15期

4,636

第16期

（単位：百万円）経常利益

2,784

2,029

3,121

第14期第13期 第15期

3,059

第16期

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

２. 財産及び損益の状況
（単位：百万円）

（注）１. １株当たり当期純利益については小数点以下第３位を四捨五入して表示しております。
２. 当社は第12期より株式報酬制度を導入しております。１株当たり当期純利益の算定上、株主資本に

おいて「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式を期中平均株
式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３. 2020年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第13期の期首
に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

４. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第15期の期首から
適用しており、第15期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。
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３. 設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は1,453百万円であり、主なものとしては㈱エイト日本技術
開発の事業所設備の維持・更新のための自社所有建物改修工事529百万円、DX推進のためのデ
ジタルインフラ強化695百万円（ソフトウェア654百万円を含む）があります。

４. 資金調達の状況
　該当事項はありません。

５. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

６. 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

７. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

８. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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９. 対処すべき課題
　わが国は少子高齢化や人口減少、長期化する低金利政策等の構造的課題を抱え、世界的にもイ
ンフレの加速による資源価格の高騰やサプライチェーンの混乱により、低成長が常態化しつつあ
ります。一方で、当業界を取り巻く経営環境は、激甚化・頻発化する自然災害、人口減少及び偏
在等による地域社会の変化、加速化するインフラの老朽化、デジタル革命の加速、グリーン社会
（2050年カーボンニュートラル）の実現に向けた動きなど、社会課題解決につながる需要は一
層拡大していくものと考えています。そのほか、「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改
正案が公表され、経済価値と社会価値の循環を生むコーポレート・ガバナンス改革も必要とされ
ています。
　当連結グループは、こうした環境変化を正しく読み解くとともに、全てのステークホルダーの
期待に応えるべく長期ビジョン「Ｅ・Ｊ－Vision2030」の達成を念頭に、第５次中期経営計画
に掲げる基本方針に基づき、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するために、以下の
課題に対処してまいります。

（1）事業の戦略強化と事業領域の拡大
　３つのコア・コンピタンスを基盤に、最先端技術を取り入れ、国土強靭化、老朽化するインフ
ラ・メンテナンス、環境に配慮した社会インフラの整備やＣМ等の行政支援サービスを深化さ
せ、事業戦略を強化するとともに、東南アジアを中心に、М＆Ａを含めた海外基盤の再構築を進
め、事業領域の拡大を目指してまいります。

（2）バリューチェーンの全社最適化と経営管理機能の強化
　多様化するニーズへの対応力を強化すべく、㈱エイト日本技術開発内に設立したＤＸ推進室を
中心に、ＤＸにより経営管理、組織管理に必要な数値の見える化を実施し、バリューチェーンに
おける効率的・効果的なマネジメントを可能とするシステムの抜本的な再構築に取り組み、グル
ープ全体に展開することで、経営管理、組織管理に必要な数値の見える化を具体的に進め、生産
性向上に努めてまいります。また、コーポレート・ガバナンス・コードの要請に真摯に対応し、
経営管理機能の強化を図るとともに、社内の各委員会を厳格に運用することで、取締役会の監督
機能の一層の高度化に取り組んでまいります。

（3）資本コストや株価を意識した経営
　資本効率性やＰＢＲ（株価純資産倍率）、ROE（自己資本利益率）を意識した経営を実践
し、企業価値向上に資するため、自社の資本コスト等を的確に把握し、その内容や市場評価に関
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して、取締役会にて分析・評価を行い、改善に向けた「成長投資」、「人的資本投資」等を策
定・実践することにより持続的な成長を図り企業価値の向上に取り組みます。

（4）サプライチェーンにおける人権の尊重
　2022年９月に日本政府が決定した「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための
ガイドライン」では、日本で事業を行う全ての企業に、①人権方針の策定、②人権デューデリジ
ェンスの実施、及び③自社が人権への負の影響を引き起こし、又は助長していることが明らかに
なった場合における救済、の3つの実施が求められています。
　当社では、このガイドラインに沿って、2022年12月１日付で人権方針を策定し公表していま
す。今後、定期的に人権デューデリジェンスを実施し、人権侵害に係る救済プロセスを適切に進
めてまいります。

（5）サステナビリティへの取り組み
　サステナビリティ＆ＥＳＧの観点をより一層重視し、持続可能な社会の実現に取り組むべく、
「気候変動に対する対応」と「人的資本経営に対する対応」を４つの要素（ガバナンス・戦略・
リスク管理・指標と目標）に沿って開示するとともに、課題解決を進めてまいります。

　以上の取り組みにより、働きやすい職場環境と自由な発想による生産性向上を実現し、自社の
競争力強化につなげ、全てのステークホルダーへの還元を積極的に実施するとともに、Ｅ・Ｊグ
ループ企業価値の更なる向上に努めてまいります。

（ご参考）
１. 長期ビジョン「Ｅ・Ｊ－Vision2030」の概要
(1) Ｅ・Ｊグループの果たすべき役割
　コンセプトを「安心・夢のあるサステナブルな社会の実現に貢献する」としました。
　国内外における今後の社会課題の変化や社会資本の方向性、Ｅ・Ｊグループのコア・コン
ピタンス等の特色を踏まえて、グループの果たすべき役割として、以下の３つとし、これら
の主要な役割を果たしながら、建設コンサルタント業に求められる新たなインフラ整備への
貢献を進めてまいります。
① 環境負荷軽減対応への貢献
② 持続可能でレジリエントな社会づくりへの貢献
③ 地域の課題解決と活性化への貢献
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売上高 500億円

営業利益 60億円

親会社株主に帰属する当期純利益 40億円

自己資本利益率（ＲＯＥ） 10％以上

(2) 長期ビジョンにおける基本方針
　ＥＳＧ経営の概念を根底に置き、基本方針として下記の４つを掲げ、上記の役割を果たし
てまいります。
① 環境負荷軽減対応の強化
　再生可能エネルギー等環境負荷軽減施策の普及を支援し、レジリエントな循環型社会の
形成に貢献する。

② 持続可能でレジリエントな社会づくりへの貢献
　国内外の良質なインフラ整備や維持管理と地域の生活環境向上や活性化施策を通して、
「安全・安心な社会づくり」に貢献する。

③ ダイバーシティ経営の実践
　多様な人財の開発・育成を積極的に行い、働きやすく、働きがいのある職場をつくる。

④ 最適な体制構築のためのガバナンスの強化
　コンプライアンスやリスク管理を重視したガバナンス体制を整備し、経営の透明性を高
め、ステークホルダーとの関係を強化する。

(3) 2030年度における連結業績目標

２. 第５次中期経営計画「Ｅ・Ｊ－Plan2024」の概要
　第５次中期経営計画における４年間は、「Ｅ・Ｊ－Vision2030」の達成に向けた「基盤整
備・強化」の期間として位置づけており、第４次中期経営計画までの課題をもとに、既存事業
の強化・深耕や新たなニーズに取り組んでまいります。
(1) 第５次中期経営計画の基本方針
① 既存事業強化とサービス領域の拡充
ａ. 最先端技術を取り入れ、国土強靭化、老朽化するインフラメンテナンス、環境に配慮

したサステナブルな社会インフラの整備、ＣＭ等の行政支援のサービスを深化させ、
重点課題として取り組む。

ｂ. ３つのコア・コンピタンスを基盤にした６つの新重点分野により、今後成長が想定さ
れる事業領域の拡大、変革を図る。
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売上高 385億円

営業利益 48.5億円

親会社株主に帰属する当期純利益 33.5億円

自己資本利益率（ＲＯＥ） 10％以上

ｃ. 経済発展とともにインフラ整備市場が拡大する東南アジアを中心に、Ｍ＆Ａも含め海
外事業基盤の再構築を図る。

ｄ. 研究開発、デジタル機材等への積極的投資によりＤＸ推進を加速し、競争優位性を確
保する。

② 多様化するニーズへの対応力の強化
ａ. データ、情報資産、ＩＣＴ技術を活用した新商品、新サービスを開発する。
ｂ. 既存の農林事業を活かした地域課題解決ビジネスを深化させる。（ＢtoＢtoＣなど）
ｃ. グリーンインフラ、スマートシティ、物流・ロジスティックス推進等未来型社会イン

フラへの知見・ノウハウ・技術を獲得し新たなインフラニーズに取り組む。
ｄ. 新規事業、技術力強化に必要なアライアンス・Ｍ＆Ａを積極的に行う。

③ 環境変化に柔軟に対応できる経営基盤の構築
ａ. バリューチェーンの進化により、業務の効率化・生産性の向上・成果品質の確保を図

る。
ｂ. グループ総合力を結集し、更なる企業価値向上を目指す。
ｃ. サテライトオフィスやテレワークを活用した多様な働き方を実践し、ダイバーシティ

を尊重した職場づくりとグループのブランド力強化を行う。
ｄ. イノベーションやマネジメント人財育成の強化を目的とした「企業内学校」の創設と

活用及び多様な人財確保によりグループの技術力の向上・人的資源の拡充を目指す。
ｅ. リスクマネジメント・内部統制の強化はもとより、コーポレート・ガバナンス・コー

ドを踏まえた強固なガバナンス体制の構築と経営の透明性の向上により、株主・投資
家との信頼関係を醸成する。

(2) 連結業績目標（2025年5月期）

(注)2022年7月12日付「第5次中期経営計画の計画数値の修正に関するお知らせ」のとおり、
2022年5月期において、同計画最終年度の親会社株主に帰属する当期純利益31億円を達
成したこと、並びに営業利益率12％を達成したことから、数値目標の修正をしておりま
す。
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移行シナリオ
国際エネルギー機関（IEA）が策定したシナリオのうち、産業革命前
と比べて今世紀末の気温上昇を1.5℃以下に抑えるシナリオ

物理的シナリオ
国際気候変動に関する政府間パネル(IPCC)が策定したシナリオのう
ち、産業革命前と比べて今世紀末の気温上昇が4℃を超えるシナリオ

３. サステナビリティへの対応
　「気候変動に対する対応」と「人的資本経営に対する対応」を４つの要素（ガバナンス・
戦略・リスク管理・指標と目標）に沿って、課題解決を進めています。

(1) ガバナンス
　事業環境の変化に柔軟に対応すべく、サステナビリティ経営をグループ全社で横断的に推
進するため、気候変動を含むＥＳＧに関する経営のリスクと機会について、社長を委員長と
するサステナビリティ推進委員会にて審議・決定するとともに、担当取締役企画本部長の下
で「企画本部」がその具体化を進めています。

(2) 戦略
①気候変動に対する取り組み
　当社は、総合建設コンサルタント事業（専門技術サービス業）の単一セグメントからなる
ため、グループ会社全体を対象として、リスク及び機会の特定・評価、気候関連問題が事業
に与える中長期的な影響を把握するため、以下のシナリオを採用し、シナリオ分析を実施し
ております。

　このシナリオ分析に基づき事業インパクト評価を行い、特定されたリスクと機会のうち、
インパクトが大きいと判断された機会に対して対策を策定し、対応を推し進めるとともに、
これらの機会を確実にとらえて、SDGｓ目標の達成につながるサステナブルな世界の進展に
貢献してまいります。
②人的資本・多様性に関する取り組み
　当連結グループは、持続可能な社会の実現に向け、ウェルビーイング経営と働き方改革の
両面での推進を軸とした取り組みを継続してまいりました。女性採用比率や女性管理職比率
の向上、中途採用による多様性の確保はもとより、企業内学校（ＥＪアカデミー）のグルー
プ全体での展開による学ぶ機会の確保、ＤＸの推進による業務効率化や働き方改革に係る各
種制度の拡充、人的資本投資に関する取り組み等を進めてまいります。
　併せて、複数のグループ会社が、ダイバーシティに関する取り組みの一環として「女性活
躍推進法」に基づく「えるぼし」や「次世代育成支援対策推進法」に基づく「くるみん」の
認定を受けるとともに、従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組んでいる
法人として経済産業省の「健康経営優良法人」に認定されています。また、当連結グループ
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スコープ1
（直接的排出）

スコープ2
（間接的排出）

スコープ3
（サプライチェーンによる排出）

2030年度までにＣО２排出量を2021年度
実績の42%削減する

カテゴリー1（購入品）
2027年度までに主要サプライヤーに環

境目標の設定を求める
カテゴリー6（出張）・７（通勤）

2030年度までにＣО２排出量を2021年
度実績の25％削減する

における「女性活躍推進法」に基づく「全労働者の男女の賃金の差異」は60.5％であり、当
該差異の縮小を図るべく取り組みを進めてまいります。

(3) リスク管理
　気候変動リスク、人的資本経営リスクを含む、全てのリスクを対象として、グループリス
ク管理委員会において、特定・評価を実施するとともに、是正計画の妥当性を審議し、継続
的にモニタリングできる体制を構築してまいります。これに加えて、気候変動リスクにつき
ましては、ＴＣＦＤに関連する調査、モニタリングを企画本部にて行い、特定されたリスク
や対応策について、サステナビリティ推進委員会で適切に管理してまいります。
　併せて当社及びグループ経営会議において建設コンサルタント業界の事業領域拡大に伴う
技術者に求められる知識・技術の広がりや高度化に対応すべく必要な基盤整備を行い、適切
な人的資本経営に努めます。

(4) 指標と目標
①気候変動に対する指標と目標
　気候変動を含む環境課題への対応を重要な経営課題のひとつとして認識し、長期ビジョン
の基本方針のひとつに「環境負荷軽減対応への貢献」を掲げ、気候変動への取り組みについ
て以下の目標を定め、事業活動におけるＣО２削減に取り組みます。

（脱炭素社会の実現に向けての指標）
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指標（連結） 今期実績
（2022年度）

目標値
（2030年度）

女性管理職比率 4.0% 10％以上
新入社員に占める女性比率 32.5% 30％以上
男性育休取得率 52.0% 100％

②人的資本・多様性に関する指標と目標
　当社グループは、グループ事業の発展が社会に貢献していくものとして、長期に亘る業容
拡大を目指しています。この成長を作り出す原動力は、人材の適切な職場環境と考え、社員
の満足度を高め、やりがいのある職場づくりを目的として、以下の指標と目標のもと、人的
資本経営の推進に取り組みます。
(人的資本・多様性に関する指標)

　女性活躍は当社の成長に不可欠であり、2030年度には、女性管理職10%以上を達成する
ことを目標として設定いたしました。また、その実現のために新入社員に占める女性比率
30%以上を毎年維持してまいります。

10. 株主・投資家との対話の状況
(1) 担当役員について
　当社は、株主との建設的な対話が重要であると認識しており、決算説明会等の主要な会合に
おいては、ＩＲ担当取締役が、代表取締役社長とともに対応しております。

(2) 対話に向けた社内体制について
　当社では、ＩＲ担当取締役が、アナリストや機関投資家並びに個人投資家の窓口として対応
しております。また、株主との対話の際には、必要に応じて関係部署がサポートする体制が構
築されております。

(3) 取締役会へのフィードバックについて
　代表取締役社長及びＩＲ担当取締役は、株主・投資家との実際の面談などを開催した場合に
は、必要に応じてその内容などについて取締役会で報告を行い、各役員が情報を共有するとと
もに今後の経営に関する方向性やＩＲの施策などについて議論を行っております。なお、当連
結会計年度において、機関投資家対象の1on1ミーティングを13回開催しており、当該ミーテ
ィングの開催状況については取締役会にて報告され、適切に議論が行われております。
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会社名 資本金
（百万円） 主要な事業の内容 議決権比率

（％）

㈱エイト日本技術開発 2,056 総合建設コンサルタント事業 100.0

日本インフラマネジメント㈱ 45 総合建設コンサルタント事業 100.0

㈱近代設計 50 総合建設コンサルタント事業 100.0

㈱共立エンジニヤ 56 総合建設コンサルタント事業 100.0

共立工営㈱ 22 総合建設コンサルタント事業 100.0

都市開発設計㈱ 31 総合建設コンサルタント事業 100.0

㈱北海道近代設計 25 総合建設コンサルタント事業 100.0
（100.0）

㈱アークコンサルタント 50 総合建設コンサルタント事業 100.0

㈱アイ・デベロップ・コンサルタンツ 50 総合建設コンサルタント事業 100.0

㈱二神建築事務所 10 総合建設コンサルタント事業 100.0

㈱ダイミック 10 総合建設コンサルタント事業 100.0

EJEC（Thailand）Co.,Ltd. ４百万バーツ 総合建設コンサルタント事業
49.0

（49.0）
［51.0］

11. 重要な親会社及び子会社の状況
(1) 重要な親会社の状況
　該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況（2023年５月31日現在）

（注）１. 電子提供措置事項「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
２. 「議決権比率」欄の（内書）は間接所有割合であります。
３. 議決権比率における［　］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。
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2 株式会社の会社役員に関する事項
１. コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

　当社は、グループ全体の企業価値の向上並びに株主に対する経営の透明性を高めるために必
要なコーポレート・ガバナンスの実践を経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、経営の透
明・公正かつ迅速な意思決定及び業務執行並びにその監督を確実に実施すべく、持株会社であ
る当社に経営の意思決定及び監督機能を持たせ、各事業会社に業務執行機能を分離すること
で、経営の質的向上を図り、急激な経営環境の変化に対して迅速な意思決定を行うこととして
おります。また、当社経営に対するより高い信頼と評価を確保するために、当社グループ全役
職員が、関係法令や企業倫理の遵守を通して社会的責任を果たすことができる体制を構築、整
備し、不祥事の発生防止に努めております。

２. 各機関の役割及び構成
(1) 監督
① 取締役会
　取締役会は、当社代表取締役社長を議長とし、取締役８名、監査役３名全員が参加し原則
毎月１回開催し、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目的として、当社及び
当社グループ経営に関する重要事項について審議し、経営の重要な意思決定を行うととも
に、事業会社の業務執行を監督しております。なお、社外取締役については取締役全体の
1/3以上を当社で定める独立役員の要件を満たす人物とすることとしております。

② 監査役会
　監査役会は、社内の事情に詳しい常勤監査役１名と高度な財務・会計もしくは法務に関す
る知識を有する独立役員の要件を満たす社外監査役２名の計３名による実効的な監査を実施
しております。

③ 指名・報酬委員会
　取締役会の委嘱により、社外取締役が議長となり、社外役員３名、社内役員１名の計４名
により、取締役及び監査役の選定等並びに各取締役の報酬等の内容に関わる事項等について
必要な審議を行い、もって経営の透明性の向上に資することを目的に設置し、年５回程度開
催しております。
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(2) 業務執行
① 経営会議
　当社の業務執行に関する経営上の重要な事項に関して協議するとともに、取締役会に付議
すべき事項等について審議し、必要に応じて上申しております。代表取締役社長を含む常勤
取締役５名で構成され、議長は代表取締役社長が務めており、年12回程度開催されており
ます。

② グループ経営会議
　当社及び当社グループ全体を対象とした経営の基本方針について、全般的執行方針あるい
は経営に関する重要事項を審議し、併せてグループ会社間の意思の疎通を図っております。
当社取締役及び各グループ会社の代表取締役及び取締役数名を委員として構成され、議長は
当社代表取締役が務めており、年４回程度開催されております。

③ グループリスク管理委員会
　当社及び当社グループ全体を対象とした、リスクマネジメントの推進・監督を行います。
監査部担当取締役が委員長となり、委員長が指名する取締役で構成され、グループ全体での
リスクの特定及び評価並びに、是正計画等を審議し、代表取締役社長を含む取締役会へ報告
しております。

④ サステナビリティ推進委員会
　当社及び当社グループ全体のサステナビリティにかかる戦略立案・審議を行います。ま
た、併せて気候変動を含むＥＳＧに関する経営のリスクと機会についての対応方針・取り組
み等についても審議を行っております。常勤取締役５名で構成され、当社代表取締役が委員
長となり、原則年２回開催し、重要事項は取締役会やグループ経営会議に上申しておりま
す。

３. 取締役の選任・解任プロセス及び後継者計画・育成計画
(取締役の選任・解任プロセス)
役員候補者の選任と指名にあたっての方針と手続きは以下のとおり行っております。
・取締役候補者は、人格・識見・健康に優れ、当社グループ企業の企業価値の最大化に資する
人材であることを要件としております。

・取締役候補者は、経営理念、経営ビジョンの継続性を尊重し、中期経営計画の達成に向け、
経営環境の変化を見据えた適時適確な判断が行えるよう、就任期間や年齢等においても適切
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であることを要件としております。
・取締役候補者には、多様な視点に基づく意思決定機能の強化と当社グループ企業の業務執行
に対する監督機能の強化を目的として、社外取締役が取締役全体の1/3以上含まれることを
要件としております。

・取締役候補者の選定にあたっては、メンバーの過半数を社外役員で構成する指名・報酬委員
会において十分に審議された上で、取締役会において選定しております。

・監査役候補者は、職責を全うすることが可能か、代表取締役、取締役、当社グループ企業の
取締役からの独立性確保等、監査役としての適確性を慎重に検討しております。

・社外監査役候補者は、前記要件に加えて、独立性判断に関する具体的基準に照らして問題が
ないことを確認しております。

・監査役候補者の選定にあたっては、指名・報酬委員会議案を監査役会が十分に検討し、同意
した上で、取締役会において選定しております。

(代表取締役社長の選任・解任プロセス)
代表取締役社長の選解任は、最重要戦略的意思決定であることを踏まえ、指名・報酬委員会の
審議報告を受け、客観性・適時性・透明性ある手続きに従い、十分な時間と資源をかけて、取
締役会において審議を諮っております。

(後継者計画・育成計画)
後継者計画・育成計画については、指名・報酬委員会において、サクセッションプランに基づ
いた計画等を基に、スキル・育成計画を記したデータを考慮し適切な関与・助言を得て行って
おります。

４. 取締役に対するトレーニングの方針
取締役・監査役・執行役員等については、毎年職務遂行に必要な研修等を行いスキルアップ及び
情報等の提供を行うとともに、各種の外部セミナー等への参加推奨を行っております。
また、社外取締役及び社外監査役には、随時、当社の業務・財務・組織などの会社情報やその他
職務遂行に必要な情報等の提供と説明を行うとともにグループ経営会議や主要なグループ会社の
会議等への参加推奨を行っております。

５. 取締役会の実効性向上に向けた取り組み
当社では、取締役会の機能を向上させ、企業価値を高めることを目的として、2017年以降、定
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期的（年１回６月頃）に取締役会の実効性について、自己評価・分析を行っております。自己評
価・分析は、第三者機関を活用し、全ての取締役・監査役を対象にアンケートにより実施し、実
効性を評価するとともに改善事項を分析し、取締役会にて報告・審議し、実効性向上を図るため
の改善を行っています。アンケートの回答からは、取締役会の役割・責務、取締役会における審
議の活性化など運営全般等、おおむね肯定的な評価が得られており、取締役会全体の実効性につ
いて確保されていると認識しております。
一方、取締役会の実効性を高め、企業価値を向上し続けるために、代表取締役の後継者育成計
画、ESG/サステナビリティへの取り組みに関する議論、株主・投資家等との対話の拡充と経営
へのフィードバック強化などを課題として確認しております。

コーポレート・ガバナンス体制図
会計監査人 弁護士

監査役会

取締役会

選任

解任

監査

報告業務監査
会計監査

監査部

選任
解任

選定
解職
監督経営

監督

代表取締役

【連結子会社】
・㈱エイト日本技術開発
・日本インフラマネジメント㈱
・㈱近代設計
・㈱共立エンジニヤ
・共立工営㈱
・都市開発設計㈱
・㈱アークコンサルタント
・㈱アイ・デベロップ・
　　コンサルタンツ
・㈱二神建築事務所
・㈱ダイミック

当社およびグループ
各社の監査

リスクの種類ごと
に担当取締役を定
め、適切な管理体
制を構築・運営さ
せる。

監査

選任

ガバナンス体制

会計監査 助言、報告相談窓口

選任
解任

連結グループ

・㈱北海道近代設計

指名・報酬委員会

諮問に対する
報告

株 

主 

総 

会
報告

＊点線内は㈱エイト日本技術開発の
　子会社であります。
＊破線内は㈱近代設計の子会社であ
　ります。

2023年５月31日現在

事業統括本部

企画本部

管理本部

グループリスク
管理委員会

サステナビリティ
推進委員会

内部統制委員会

グループ経営会議

・EJEC（Thailand） Co.,Ltd.
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地位 氏名 担当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 小 谷 裕 司 ―
㈱エイト日本技術開発　代表取締役社
長
㈱八雲　代表取締役社長
(公財)八雲環境科学振興財団　代表理事

取締役 浜 野 正 則 管理本部長 ㈱近代設計　監査役
㈱エンジョイファーム　取締役

取締役 小 谷 満 俊 監査部担当
㈱エイト日本技術開発　取締役常務執
行役員中国支社長
㈱那賀ウッド　代表取締役社長

取締役 永 井 泉 治 事業統括本部長 ㈱エンジョイファーム　監査役

取締役 金 　 声 漢 企画本部長 ㈱エイト日本技術開発　取締役常務執
行役員管理本部長

社外取締役 二 宮 幸 一 ― ―

社外取締役 阿 部 宏 史 ― 環太平洋大学経営学部　教授(兼)副学長
(兼)地域・社会連携センター長

社外取締役 新 田 東 平 ―
新田東平公認会計士事務所　所長
オルバヘルスケアホールディングス㈱　
社外監査役

常勤監査役 藤 井 　 勉 ― ㈱エイト日本技術開発　常勤監査役

社外監査役 松 原 治 郎 ― 松原公認会計士事務所　所長

社外監査役 宇佐美　英　司 ― 宇佐美法律事務所　所長

６. 取締役及び監査役の状況（2023年５月31日現在）
(1) 取締役及び監査役の氏名等

（注）１. 取締役の二宮幸一氏、阿部宏史氏及び新田東平氏は、社外取締役であります。
２. 監査役の松原治郎氏及び宇佐美英司氏は、社外監査役であります。
３. 取締役新田東平氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
４. 監査役松原治郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
５. 監査役宇佐美英司氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。
６. 取締役二宮幸一氏、阿部宏史氏及び新田東平氏並びに監査役松原治郎氏及び宇佐美英司氏は、東京証

券取引所から確保が義務付けられている独立役員として同取引所に届け出ております。
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区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 二 宮 幸 一

当事業年度の取締役会は12回開催され、全て出席し、証券・金融業
界での豊富な経験と高い見識による資本政策等の観点から必要な意
見や助言を適宜行うことにより、社外取締役として経営の監督の役
割を適切に果たしております。併せて指名・報酬委員会の委員長と
して、当事業年度に開催された委員会7回全て出席し、取締役会に
付議する取締役の指名及び報酬案の検討・審議に参加しました。

社外取締役 阿 部 宏 史

当事業年度の取締役会は12回開催され、全て出席し、環境工学分野
の専門家としての観点から必要な意見や助言を適宜行うことによ
り、社外取締役として経営の監督の役割を適切に果たしておりま
す。

社外取締役 新 田 東 平

当事業年度の取締役会は12回開催され、全て出席し、公認会計士と
しての専門的見地から必要な意見や助言を適宜行うことにより、社
外取締役として経営の監督の役割を適切に果たしております。併せ
て指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会
7回全て出席し、取締役会に付議する取締役の指名及び報酬案の検
討・審議に参加しました。

社外監査役 松 原 治 郎

当事業年度の取締役会は12回開催され、全て出席し、また、監査役
会は10回開催され、全て出席し、議案・審議等につき、財務・会計
の専門家としての観点から必要な発言を適宜行っております。併せ
て指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会
7回全て出席し、取締役会に付議する取締役の指名及び報酬案の検
討・審議に参加しました。

社外監査役 宇 佐 美 　 英 　 司
当事業年度の取締役会は12回開催され、全て出席し、また、監査役
会は10回開催され、全て出席し、議案・審議等につき、法務の専門
家としての観点から必要な発言を適宜行っております。

(2) 社外役員に関する事項

（注）各社外役員（重要な兼職先を含む）と当社の間には重要な取引関係等はありません。
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(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社では、グループ全ての役員を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員
等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、保険料は全額当社が負担しておりま
す。当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員がその職務の執行に関し責任を負
うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につい
て、当該保険契約により填補することとしております。また、被保険者の職務の執行の適正性
が損なわれないようにするための措置として、被保険者が私的な利益又は便宜の供与を違法に
得たことや、被保険者の犯罪行為もしくは法令に違反することを被保険者が認識しながら行っ
た行為等に起因する損害は填補の対象外としております。当該保険契約は、2023年２月22日
付で当社取締役会にて承認され継続して締結しており、次回更新時には同内容での更新を予定
しております。
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役員区分 対象となる
役員の員数

報酬等の種類別総額
報酬等の総額

金銭報酬 株式報酬
名 百万円 百万円 百万円

取締役
（内社外取締役）

８
（３）

109
（13）

8
（―）

117
（13）

監査役
（内社外監査役）

３
（２）

19
（11）

―
（―）

19
（11）

合計
（内社外役員）

11
（５）

128
（24）

8
（―）

136
（24）

７. 取締役及び監査役の報酬等に関する事項
(1) 取締役及び監査役の報酬等の総額等

（注）１. 当社の社外取締役を除く取締役の報酬は、金銭報酬と株式報酬で構成され、社外取締役の報酬は金銭
報酬のみとしております。

２. 取締役の金銭報酬の額は、2009年８月26日開催の第２回定時株主総会決議により年額200百万円以
内と定めております（当該定時株主総会終結後の取締役の員数は５名）。

３. 業績連動型株式報酬制度（信託期間３年、上限金額24百万円、取引市場による取得、事業年度毎の
ポイント付与による株式算定、取締役退任時に交付）を、2018年８月24日開催の第11回定時株主
総会決議に基づき導入しております（当該定時株主総会終結後の対象取締役の員数は５名）。なお、
上記の業績連動型株式報酬制度につきましては、2021年８月27日開催の第14回定時株主総会にお
いて、信託期間４年、上限金額80百万円、事業年度毎に付与されるポイント総数の上限（10,000ポ
イントから18,500ポイントに変更）に改定しております（当該定時株主総会終結後の対象取締役の
員数は５名）。
ａ. 業績指標の内容及びその選定理由

当社は中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識をこれまで以上に高めることに努
めており、取締役の業績連動型株式報酬については、当社の連結売上高、連結営業利益、連結Ｒ
ＯＥをポイント付与の指標としております。なお、当該指標を選択した理由は、経営陣としての
成果及び責任を客観的に判断できるためであります。

ｂ. 業績連動型株式報酬の額又は数の算定方法
業績連動型株式報酬につきましては、評価対象期間（毎年６月から翌年５月末まで）において以
下の算式のとおり算出された数をポイントとして取締役（社外取締役を除く）に付与しておりま
す。
付与ポイント＝非業績連動ポイント＋業績連動ポイント
また、具体的な支給にあたっては、累計ポイントの70％について、「１ポイント＝１株」とし
て算出される数の当社株式を支給し、累計ポイントの30％については受益権確定日時点の株式
時価を乗じて算出された額を金銭で支給するものです。
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売上高（連結） 営業利益（連結） ＲＯＥ（連結）

2023年５月期 37,509百万円 4,462百万円 10.7％

ｃ. 業績指標に関する実績

４. 監査役の金銭報酬の額は、2011年８月26日開催の第４回定時株主総会決議により年額50百万円以
内と定めております（当該定時株主総会終結後の監査役の員数は３名）。

５. 上記の株式報酬は、当事業年度に計上した役員株式給付引当金繰入額８百万円であります。

(2) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法
① 役員報酬の基本設計
・取締役の報酬は、企業価値の最大化に寄与する報酬設計としております。具体的には、役
員規程及び役員等報酬規程を定め、明文化するとともに、金銭報酬としての基本報酬と短
期インセンティブ（当期業績報酬）並びに株式報酬としての長期インセンティブ（業績連
動型株式報酬）で構成されております。

・報酬等の水準は、外部専門機関の調査による他社水準を参考に産業界の中位水準を志向
し、当該決定方針の内容を含む役員等報酬規程に基づく個別報酬額をメンバーの過半数を
社外役員で構成する指名・報酬委員会において審議し、取締役会にて決議し決定しており
ます。

・当社の業績連動型報酬等は、役割、会社業績、社員給与等のバランスを考慮して定めた役
員等報酬規程の算定基準を用いて算定し、目標値に対する達成度合いに応じて算定してお
ります。また、役員報酬サーベイ等の市場水準調査結果等を用いた水準との妥当性の検証
を図り決定しているため、取締役会も基本的に決定方針に沿うものであると判断しており
ます。

・社外取締役及び社外監査役については、経営の監督機能を十分に機能させるため、基本報
酬のみとしております。

・当社の金銭報酬部分については月例の固定報酬として支給し、株式報酬部分については毎
年１回一定の時期に付与しております。

② 役員報酬の方針等の決定手続き
・取締役の報酬制度や基準の設定、役位毎の報酬水準の検証と見直し、業績連動型株式報酬
の割当については、指名・報酬委員会において十分に審議し、取締役会にて決定しており
ます。

(注)本事業年度中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表 2023年５月31日現在 （単位：百万円）

科目 注記番号 金額 科目 注記番号 金額

（資産の部）
流動資産

現金及び預金
完成業務未収入金
契約資産
有価証券
未成業務支出金及び貯蔵品
業務前渡金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具器具及び備品
リース資産
土地
建設仮勘定

無形固定資産
のれん
その他

投資その他の資産
投資有価証券
長期固定化債権
賃貸用不動産
繰延税金資産
退職給付に係る資産
その他
貸倒引当金　

注6

注2

注1.3
注3
注3
注3
注1

注4

　

（39,241）
26,553
17,092
4,429
1,065
100

2,981
42

462
386
△6

12,688
5,666
2,731

36
497
64

2,335
0

1,818
741

1,077
5,203
3,004

1
432
245
114

1,506
△102　

（負債の部） （9,325）
流動負債 8,296
業務未払金 1,083
１年以内返済予定の長期借入金 注1 229
未払金 728
未払費用 2,345
未払法人税等 490
未払消費税等 404
契約負債 2,564
役員賞与引当金 22
業務損失引当金 注2 245
その他 181

固定負債 1,028
長期借入金 注1 128
リース債務 52
繰延税金負債 65
退職給付に係る負債 422
役員株式給付引当金 116
従業員株式給付引当金 36
長期未払金 176
債務保証損失引当金 注5 7
預り保証金 23

（純資産の部） （29,916）
株主資本 29,147
資本金 2,803
資本剰余金 4,379
利益剰余金 22,418
自己株式 △454

その他の包括利益累計額 761
その他有価証券評価差額金 670
為替換算調整勘定 △2
退職給付に係る調整累計額 93

非支配株主持分 8
資産合計 39,241 負債純資産合計 39,241
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 2022年６月１日から2023年５月31日まで （単位：百万円）

科目 注記番号 金額
売上高
完成業務高 注1 37,509

売上原価
完成業務原価 注2.3 25,204
売上総利益 12,304

販売費及び一般管理費 7,841
営業利益 4,462

営業外収益
受取利息及び配当金 56
不動産賃貸収入 38
経営指導料 6
持分法による投資利益 94
その他 40 235

営業外費用
支払利息 12
不動産賃貸費用 24
支払保証料 10
その他 13 61
経常利益 4,636

特別利益
固定資産売却益 2 2

特別損失
固定資産除却損 注4 64
事務所移転費用 6 70
税金等調整前当期純利益 4,568
法人税、住民税及び事業税 1,223
法人税等調整額 284 1,508
当期純利益 3,059
親会社株主に帰属する当期純利益 3,059

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書 2022年６月１日から2023年５月31日まで （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,803 4,379 20,050 △467 26,765
当期変動額
剰余金の配当 － － △691 － △691
親会社株主に帰属する当期純利益 － － 3,059 － 3,059
自己株式の取得 － － － △0 △0
自己株式の処分 － － － 13 13
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － －
当期変動額合計 － － 2,368 13 2,382
当期末残高 2,803 4,379 22,418 △454 29,147

その他の包括利益累計額 非支配
株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 612 △0 160 771 7 27,544
当期変動額
剰余金の配当 － － － － － △691
親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － － 3,059
自己株式の取得 － － － － － △0
自己株式の処分 － － － － － 13
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 57 △1 △67 △10 0 △10
当期変動額合計 57 △1 △67 △10 0 2,371
当期末残高 670 △2 93 761 8 29,916
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表 2023年５月31日現在 （単位：百万円）

科目 注記番号 金額 科目 注記番号 金額

（資産の部）

流動資産

現金及び預金

前払費用

未収還付法人税等

その他

固定資産

有形固定資産

工具器具及び備品

無形固定資産

ソフトウェア

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

長期前払費用　

注3

注1

　

（25,859）

4,069

3,760

8

285

14

21,789

6

6

41

41

21,741

292

21,447

1　

（負債の部） （441）
流動負債 274
１年以内返済予定の長期借入金 199
未払金 19
未払費用 29
未払法人税等 6
未払消費税等 4
預り金 5
その他 9

固定負債 166
長期借入金 100
繰延税金負債 41
役員株式給付引当金 24

（純資産の部） （25,417）
株主資本 25,314
資本金 2,803
資本剰余金 17,617
資本準備金 2,303
その他資本剰余金 15,314

利益剰余金 5,347
その他利益剰余金 5,347
繰越利益剰余金 5,347

自己株式 △454
評価・換算差額等 103
その他有価証券評価差額金 103

資産合計 25,859 負債純資産合計 25,859
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 2022年６月１日から2023年５月31日まで （単位：百万円）

科目 注記番号 金額

売上高

関係会社経営管理料 注1 455

関係会社受取配当金 注1 1,391 1,846

販売費及び一般管理費 注1 541

営業利益 1,304

営業外収益

受取利息及び配当金 注1 11

システム使用料 注1 6

その他 1 19

営業外費用

支払利息 2

支払手数料 0

その他 0 2

経常利益 1,321

税引前当期純利益 1,321

法人税、住民税及び事業税 1

法人税等調整額 － 1

当期純利益 1,320

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 2022年６月１日から2023年５月31日まで （単位：百万円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 2,803 2,303 15,314 17,617 4,718 4,718
当期変動額
剰余金の配当 － － － － △691 △691
当期純利益 － － － － 1,320 1,320
自己株式の取得 － － － － － －
自己株式の処分 － － － － － －
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － － －
当期変動額合計 － － － － 629 629
当期末残高 2,803 2,303 15,314 17,617 5,347 5,347

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

当期首残高 △467 24,671 71 24,743
当期変動額
剰余金の配当 － △691 － △691
当期純利益 － 1,320 － 1,320
自己株式の取得 △0 △0 － △0
自己株式の処分 13 13 － 13
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － 31 31
当期変動額合計 13 642 31 674
当期末残高 △454 25,314 103 25,417
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ご参考）トピックス
　当社グループは、「安心・夢のあるサステナブルな社会の実現に貢献」すべく、気候変動への
取り組みを進めておりますが、足許の実績としては以下のとおりとなります。
(1) CDPの「気候変動プログラム」において「Ｂ-」スコアを取得

CDPは、英国の慈善団体が管理する非政府組織（NGO）であり、投資家、企業、国家、地
域、都市が自らの環境影響を管理するためのグローバルな情報開示システムを運営している団
体で、企業の環境に対する取り組みを、毎年「A、A-、B、B-、C、C-、D、D-」の8段階で評
価しています。当社グループでは、2022年度に初めてCDPからの質問状に対して回答いたし
ました。その結果、上位から4番目の「B-」評価に認定されました。この評価は、十分に高い
ものではありませんが、アジア地域の企業の平均であるCを上回り、専門サービス業の平均で
あるCを上回るものです（下図は、CDPによる評価結果の抜粋です）。

(2) 事業活動におけるCO2削減への取り組み
2030年までに、SBT水準のCO2削減を達成するため、2023年5月期には、保有車両全498

台中、112台をHV車に、1台をEV車に更新を完了するとともに、150万kw以上の使用電力を
再エネにより調達いたしました。

(3) コンサルティングサービスにおける気候変動への取り組み
取り組みは就いたばかりですが、2023年5月期には、脱炭素、再エネ、省エネなどに関する

気候変動関連業務を全27件受注し、当社グループの技術力による脱炭素への取り組みを行い
ました。

(4) 各種団体への参加
2022年8月には、気候変動対策に積極的に取り組む企業や自治体、NGOなどで構成される

日本最大級のネットワークである気候変動イニシアティブ（Japan Climate Initiative)に、
2023年4月には、日本商工会議所が進める「地球温暖化対策行動宣言」に参画いたしまし
た。
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株主総会会場ご案内図

会　場
　

岡山市北区駅元町１－５　ホテルグランヴィア岡山　４階　フェニックスの間
電話：086－234－7000

交通の
ご案内

　

ＪＲ岡山駅から「さんすて岡山南館２Ｆ」で直結しております。

N 株主総会会場
ホテルグランヴィア岡山

（地階 三井住友信託銀行）

女子トイレ

ホテルグランヴィア
岡山

さんすて岡山（南館）

さんすて岡山（西館）

男子トイレ

新幹線改札口

後楽園口

みどりの
窓口

東
西
連
絡
通
路
中央
改札口

リットシティビル

市
役
所
筋

西
口
筋

第一セントラルビル

第一セントラルビル
２号館

野村證券

ビックカメラ

路面電車

運動公園口
（西口）

後楽園口
（東口）

JR岡山駅

※ お車、自転車でのご来場はご遠慮ください。


